
放射線災害・医科学研究拠点 

第７回ふくしま県民公開大学の開催報告

【はじめに】

ふくしま県民公開大学は、「放射線災害・医科

学研究拠点」事業の一環として、平成 28 年度か

ら開催してきました。

共同研究の成果発表や学生によるディスカッ

ション、食や子育てといった身近なテーマ等様々

な内容を通し県民の皆様に情報を発信しています。

令和４年度は令和３年度と同様に、福島放送で

全４回シリーズのテレビ番組として、２月 22 日、

３月１、８、15 日の計４日間で放送する形の開

催としました。

本事業の研究成果や関連研究者の研究成果につ

いて、広く情報発信しました。

今回の公開大学では次の４名にご講演をいただ

きました。

（１）第１回（２月 22 日（水））

　講　師：放射線医学県民健康管理センター

 折田　真紀子　先生

　テーマ： 「放射線健康リスク認知とリスクコ

ミュニケーション」

（２）第２回（３月１日（水））

　講　師：健康リスクコミュニケーション学講座

 竹林　由武　先生

　テーマ：「震災後の「こころの健康度」の推移」

（３）第３回（３月８日（水））

　講　師：災害こころの医学講座

 小林　智之　先生

　テーマ： 「震災後　県内に移住した方の幸せな

暮らし方の研究」

（４）第４回（３月 15 日（水））

　講　師：放射線健康管理学講座

 山本　知佳　先生

　テーマ： 「南相馬市での病院看護の災害対策

への課題」

【第１回放送】放射線医学県民健康管理センター

 折田　真紀子　先生

「放射線健康リスク認知とリスクコミュニケー

ション」をテーマにお話をいただきました。

＜研究内容＞

私は 2012 年春に初めて川内村を訪れ、2013 年

からは長崎大学・川内村復興推進拠点として川内

村に常駐し、2017 年からは富岡町にて、放射線

健康リスクに関する保健活動を行ってきました。

私たちは、富岡町役場が帰町した 2017 年からア

ンケート調査を実施してきましたが、2017 年の
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アンケート調査と比較して、2021 年のアンケー

ト調査では、富岡町で採取された食材を摂取する

ことへの不安がある人や、富岡町で生活すること

によるご自身や子孫への健康影響への不安がある

人の割合が減少していることが明らかとなりまし

た。一方で、富岡町の帰町から５年が経った時点

でも、約 50％の人が、富岡町で採取された食材

を摂取することへの不安、富岡町で生活すること

による自身の健康影響への不安、放射線被ばくに

よる遺伝性影響への不安があると答えており、今

後も町内外への放射線健康リスクに関する情報発

信を継続していく必要があると考えられました。

それぞれの復興状況のニーズに応じたサポートの

継続が求められていると感じています。

【第２回放送】健康リスクコミュニケーション学

講座 竹林　由武　先生

「震災後の「こころの健康度」の推移」をテー

マにお話をいただきました。

＜研究内容＞

原子力発電所事故の発生により、長期間の避難

を余儀なくされる場合があります。東日本大震災

において発生した東京電力福島第一原子力発電所

事故後、地域住民はさまざまな地域に避難されま

した。そこで、避難を余儀なくされた住民におい

て、原発事故後の居住地がこころの健康度（心理

的苦痛）に影響しているかどうかとその関連要因

を検討することを目的として研究を行いました。

福島県「県民健康調査」の詳細調査「こころの

健康度・生活習慣に関する調査」の一部を使用し

て分析し、県外に住んでいた人の方が、県内に住

んでいた人よりも、こころの健康度が低いという

結果と、そのような違いが、失業や社会的孤立傾

向、問題飲酒傾向を考慮に入れるとみられなくな

ることから、今後の災害に備えるためには、問題

飲酒傾向のある方への支援や再就職のための支援

を提供するネットワークやシステムを構築する必

要があることが示唆されました。切れ目のない社

会的ネットワークによって、被災者がどこに避難

しても適切な支援を受けられるようになる必要が

あることが示されました。
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【第３回放送】　災害こころの医学講座

 小林　智之　先生

「震災後　県内に移住した方の幸せな暮らし方

の研究」をテーマにお話をいただきました。

＜研究内容＞

現在、震災後に福島県に移住してきた人々は、

県内の人口の約 18.9% を占めています。彼らの存

在は福島県の復興において非常に重要ですが、一

方で、公的サポートが不足していることが懸念さ

れており、移住者たちは環境への適応に苦労し、

孤立感を抱えています。

たとえば、移住者たちは買い物の場所にも悩ん

でいます。地理的な制約や遠隔地に住んでいるた

め、選択肢が限られ、しばしば遠方まで買い物に

行くことも求められますが、車の運転に自信がな

い人も多い状況です。また、放射線への不安も移

住者たちが抱える問題です。とくに移住してきた

ばかりだと、移住者たちは不安や心配を抱えやす

いですが、誰かに聞くことも難しく、支援が求め

られています。

公的機関や団体は、移住者たちに対して重要な

役割を果たします。たとえば、移住者に対する支

援を行っている団体のひとつである一般社団法人

tenten は、移住者女性に必要な情報やコミュニティ

を提供し、適切なサポート体制を整えています。

今後の復興過程において、福島県への移住者が

直面する問題について整理し、そのニーズに応え

るための支援を考え、彼らが福島県で充実した生

活を送れるように努めることが求められています。

【第４回放送】放射線健康管理学講座

 山本　知佳　先生

「南相馬市での病院看護の災害対策への課題」

をテーマにお話をいただきました。

＜研究内容＞

南相馬市立総合病院で勤務の際、病院スタッフ

や患者さんから震災時の様子について話を伺う機

会が多くありました。その中で、震災前より勤務

する方々が、震災の経験をどのように受け止め現

在の看護につなげているのか、今後災害が増加す

ることが想定される現在で、出来うる取り組みへ

の示唆が得られるのではないかと思い取り組みま

した。

10 名の看護師へのインタビュー調査を実施し、
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東日本大震災後、病院看護師が避難所で災害救援

活動を行う際の課題が明らかとなりました。課題

には、医療従事者、市職員、被災者といった複数

の役割をもつことによる葛藤が含まれました。加

えて、震災前に訓練を受けたことのない避難所で

の活動は、心理的な負担になるかもしれません。

しかし、それらの経験が、災害救援活動を成し遂

げるモチベーションと、災害医療の専門家として

のプロフェッショナルとしての成長の支えとなり

ました。この研究の限界は、救援活動中に退職し

た病院の看護師を対象と出来ていないことであ

り、今後の研究の課題です。

【番組放送後】

番組放送終了後、放送当日にリアルタイムでご

覧いただくことができなかった方や県外にお住

いの方などのために、番組の内容を一部編集し

た動画を公立大学法人福島県立医科大学の公式

YouTube チャンネルにアップロード・公開しま

した。公開後は、多くの方々に視聴いただいてお

ります。

※ 文中の役職はふくしま県民公開大学が開催さ

れた 2023 年３月当時のものです。
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